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会社概要
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会社名： 株式会社JTOWER

設立： 2012年6月

代表者： 田中 敦史（代表取締役社長）

株主：

社員数： 約120名（連結ベース）

資本金： 31億円（資本準備金含む）



屋内
インフラシェアリング

屋外
インフラシェアリング

（参入計画）

屋上
ソリューション

事業領域

 日本発（初）のインフラシェアリング・カンパニーとして、国内外にて以下の事業を展開。
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屋内
インフラシェアリング

国内

海外

 ベトナム
 ミャンマー











基地局整備における課題

 携帯事業者各社バラバラに整備することには課題が存在。
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1 基地局整備のための設備投資額が膨大に

2
基地局の設置場所確保の難航が予想される
（整備が遅れる恐れ）

3 大量の通信設備により都市・地域景観が悪化











今後の検討課題①
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屋外の面的エリアのほかに、屋内・構内の5Gネットワーク向けに割当単位を設けること
が必要。

 屋内・構内：ビル/施設単位の免許とする。

ビル/施設単位とする理由については、管理面で容易であり、かつビル/施設内の物理
的リソースの制約や設備の集約をした方が経済効率性も高く、利用側のメリットが大き
いため。但し、同じビル・施設内でも、干渉調整の可能性がある場合は、共存を可能
とする等の考慮は必要。

ローカル5Gにおいては多種多様な形態の提供が見込まれるため、5Gネット
ワークを構築したい免許人の予見性を高めるため、「どの免許人がどのエリアで
利用しているか」等、5G用無線局免許の利用状況がより把握できるように、
無線局の情報検索もしくはそれ以外の仕組みにおいて工夫が必要。

割当単位

無線局免許の情報開示



今後の検討課題②

14

直近の検討対象は、28.2~28.3GHzの100MHz幅であるが、次期の帯域
の検討を踏まえ、周波数帯域の拡張を可能とする考慮が必要。

5Gネットワークの充実化のためには、ローカル5Gネットワークと携帯事業者殿
ネットワークとの接続等の連携が必要と考えられ、関連する法制度、また技術
的な条件等に関する課題の有無について整理が必要。

また、自営利用と電気通信事業用途の複合的な用途も考えられるため、関
連する法制度についても併せて整理が必要。

ローカル5Gのネットワークと
携帯事業者ネットワーク間の連携

次期の周波数拡張に向けて




